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1. これまでの経緯（１）
年月日 国 北海道

R3.５.26

R3.10.15

R3.10.25

R3.12.27

R4.1.26

R4.4.1

R4.4.25

同日

［地球温暖化対策推進法の一部を改正する法律の
成立］
・カーボンニュートラル宣言を踏まえた基本理念の位置
付けと地域の再生可能エネルギーを活用した脱炭素化
を促進するために計画・認定制度等を創設

［基準を定める省令の公布］
・地域脱炭素化促進区域の設定にあたって配慮すべき基
準に関する環境省令の公布

［地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実
施マニュアル（地域脱炭素化促進事業編）（以
下マニュアルという。）の公表］
・地域脱炭素化促進事業に関する取組を実施する際に参
照するマニュアルの公表

［地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハ
ンドブック（第１版）の公表］
・マニュアルの具体的な解説・事例、実務的な手順の例
としてハンドブックの公表

［R3年度第２回北海道環境審議会］
・国の新たな温室効果ガス削減目標や地球温暖化対策推
進法改正などを踏まえた計画の見直しについて諮問

［R３年度第１回温対部会］
・地域脱炭素促進区域に係る制度概要、国検討状況（環
境配慮基準に係る省令案等）等の説明

［R３年度第３回温対部会］

［R３年度第3回北海道環境審議会］
・地域脱炭素化促進区域の設定にあたって配慮すべき基
準の審議の取り扱いについて、関係する省令、マニュ
アルの公表後、審議することを確認
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［地域脱炭素に向けた改正地球温暖化対策
推進法の施行に関する検討会］

（R3.9～R3.12に省令案やマニュアル案を国が議論）



1. これまでの経緯（２）
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1. これまでの経緯（３）
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1. これまでの経緯（４）
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２. 前回ご議論から明らかになった事項（１）
促進区域の設定にあたり配慮すべき基準に係る省令の構成

①促進区域に含めない区域（省令第五条の二第１項第１号）
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②考慮が必要な区域（省令第五条の二第１項第２号）

③考慮が必要な事項（省令第五条の二第１項第３号）

❶市町村が促進区域に含めることが適切ではないと認められる区域（省令第五条の四第２項１号）

❷考慮対象事項等（省令第五条の四第２項２号）

❸特例基準（省令第五条の四第３項）

❹適用除外（省令第五条の四第５項）

［ 都道府県基準 ］

［ 国基準 ］

<❷考慮対象事項等の詳細>
ア 施設の種類ごとに省令で掲げる環境配慮事項のうち、市町村が促進区域を定めるに

あたっての考慮すべき事項（考慮対象事項）
イ 考慮対象事項ごとの環境保全への適正な配慮を確保するための考え方
ウ 考慮対象事項を考慮するにあたり収集すべき情報
エ 収集すべき情報の収集方法



２. 前回ご議論から明らかになった事項（２）

①促進区域に含めない区域（省令第五条の二第１項第１号）
イ 原生自然環境保全地域 及び 自然環境保全地域 （自然環境保全法）
ロ 特別保護地区 、 海域公園地区 及び 第一種特別地域 （自然公園法）
ハ 国指定鳥獣保護区 （鳥獣保護管理法）

ニ 種の保存法の管理地区 （種の保存法）

②考慮が必要な区域（省令第五条の二第１項第２号）
イ 国立公園、国定公園のうち①ロ以外のもの （自然公園法）
ロ 種の保存法の監視地区 （種の保存法）
ハ 砂防指定地 （砂防法）
ニ 地すべり防止区域 （地すべり等防止法）
ホ 急傾斜地崩壊危険区域 （急傾斜地法）
へ 保安林 （森林法）

③考慮が必要な事項（省令第五条の二第１項第３号）
イ 国内希少野生動植物種の生息・生育への支障 （種の保存法）
ロ 騒音その他生活環境への支障
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省令（国基準）



２. 前回ご議論から明らかになった事項（３）

❶市町村が促進区域に含めることが適切ではないと認められる区域
【省令第五条の四第２項第１号】

❷考慮対象事項等【省令第五条の四第２項第ニ号】
ア 施設の種類ごとに省令で掲げる環境配慮事項のうち、市町村が促進区域を定めるにあたっての
考慮すべき事項（考慮対象事項）

イ 考慮対象事項ごとの環境保全への適正な配慮を確保するための考え方
ウ 考慮対象事項を考慮するにあたり収集すべき情報
エ 収集すべき情報の収集方法

❸特例基準【省令第五条の四第２項第三号】

❹適用除外【省令第五条の四第２項第五号】
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省令（都道府県基準）



２. 前回ご議論から明らかになった事項（４）

イ　考慮対象事項ごとの環境保全への適正な配慮を確保するための考え方
・自然的社会的条件に応じた環境の保全への適正な配慮を確保する適切な措置を講じる

ウ　考慮対象事項を考慮するにあたり収集すべき情報

収集すべき情報の種類 H2S 水汚 水濁 富栄養 DO 水温 大気 騒音 悪臭 温泉
重要な

地形/地質

土地

安定性
反射光 影 動物 植物

地域

生態系

景観

眺望

自然

ふれあい

集落、学校、病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○

水道原水取水地点 ○ ○ ○ ○ ○

温泉 ○

地形地質 ○

土地の形状が保持される性質 ○

原生自然環境、重要生息地、重要生態系 ○ ○ ○

眺望、景観資源の分布 ○

野外レク施設、自然ふれあい施設 ○

イ　環境の自然的構成要素の良好な状態の保持　 ロ　生物多様性 ハ　人と自然のふれあい

エ　収集すべき情報の収集方法
・具体的な根拠を有する文献やその他資料及び専門家からの聴取等による資料 9

省令（❷考慮対象事項等の詳細）
ア　地域の自然的社会的条件に応じた環境への適正な配慮が確保されるように考慮すべき事項（考慮対象事項）

施設の種類 H2S 水汚 水濁 富栄養 DO 水温 大気 騒音 悪臭 温泉
重要な

地形/地質

土地

安定性
反射光 影 動物 植物

地域

生態系

景観

眺望

自然

ふれあい

太陽光 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

風力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

水力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地熱 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

バイオマス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

再エネ熱供給 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

上記以外で都道府県が定める施設 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

※必要と判断する事項

ロ　生物多様性 ハ　人と自然のふれあいイ　環境の自然的構成要素の良好な状態の保持　



２. 前回ご議論から明らかになった事項（５）
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２. 前回ご議論から明らかになった事項（６）
地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル

（地域脱炭素化促進事業編）
本マニュアルの解説内容（抜粋）

・ 地域脱炭素化促進事業に関する制度趣旨、基準や事項の定め方等について
・ 市町村が促進区域を定める際の協議会等の運営や構成等について
・ 地域脱炭素化促進事業計画の認定（以下認定という。）の基準や変更等について
・ 認定を行う場合に適用される特例の概要と市町村等が準備すべき体制等について

都道府県基準設定時の注意事項（抜粋）

・国の基準を上乗せ・横出しして、地域の実情に応じた環境の保全への適正な配慮を求める
ための基準

・市町村が促進区域を設定する際に参照できるよう、考慮すべき環境配慮事項とともに、収
集すべき情報と収集方法、環境配慮のための考え方を示す

・国の①促進区域に含めない区域を都道府県基準において促進区域とすることを可能とする
ような基準は設定できない

・国の②考慮が必要な区域を、都道府県基準の❶市町村が促進区域に含めることが適切では
ないと認められる区域に定めることはできる

・必要に応じて、省令で定められた環境配慮事項以外の環境に配慮すべき事項を追加するこ
とができる
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２. 前回ご議論から明らかになった事項（７）
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２. 前回ご議論から明らかになった事項（８）
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２. 前回ご議論から明らかになった事項（９）
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２. 前回ご議論から明らかになった事項（10）
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３. 本日ご議論いただきたい事項

１ 地域脱炭素化促進区域の設定における

道基準の設定の考え方について

２ 審議の進め方について
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３-１. 地域脱炭素化促進区域に係る配慮基準の設定
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道基準設定の考え方
基準 考え方

❶
市町村が促進区域に含
めることが適切ではな
いと認められる区域

環境の保全に支障を及ぼすおそれがないように措置する観
点から、法令や条例等に基づき、その範囲が明確に定義さ
れ、図示されている区域であって、施設の設置を原則認め
ないこととしている区域
（参考：「地域脱炭素に向けた改正地球温暖化対策推進法の施行に
関する検討会とりまとめ（案）」令和３年12月より引用）

❷ 考慮対象事項等
法令や条例等の基準の遵守や、許認可等手続を経れば施設
の設置が可能であるものの、地域の自然的社会的条件に応
じて環境配慮が必要な区域又は事項

❸ 特例基準

❶、❷を議論いただく中で、設定の是非を検討

❹ 適用除外



３-２. 審議の進め方

・ 道基準たたき台を議論する中で、理解・協力が得られた場合は、環境審議会以

外の委員・事務局に対するヒアリングを当事務局が行い、審議に反映。

ヒアリング項目は、本部会でご議論いただきたい。

審議の進め方

１ 委員からいただいたご意見、庁内関係課に照会した意見、国の省令やマニュ

アル等をもとに、道基準たたき台を作成

・ 道基準たたき台は、関係する部局と協議した上で議論

・ 環境審議会親会委員が本部会を傍聴できる環境を継続して構築していくととも

に、部会の資料、議論の結果は、親会委員とも共有し、部会委員以外の親会委

員からの意見も、審議に反映
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［留意事項］

今後、審議会審議、議会議論、パブリックコメント等を踏まえ策定（年度内目途）

２ 策定スケジュール


